
財 務 諸 表
１ 損 益 計 算 書

自 令和 ４年４月 １日
至 令和 ５年３月３１日

借 方 貸 方

科 目 金 額 科 目 金 額

円 円
(事業費) ( 799,620,248) (事業収入) ( 873,523,195)
タ ン ク 審 査 事 業 費 558,056,597 タンク審査事業収入 548,918,000

給 与 費 246,075,265
法 定 福 利 費 48,242,501
事 業 費 263,738,831

そ の 他 の 事 業 費 241,563,651 そ の 他 の 事 業 収 入 324,605,195
給 与 費 67,487,520
法 定 福 利 費 14,181,345
事 業 費 159,894,786

(管理費) ( 50,106,221)
給 与 費 14,824,911
福 利 厚 生 費 6,826,365
管 理 諸 費 28,454,945

(雑損失) ( 0) (雑収入) ( 8,506,849)
雑 損 失 0 運 用 収 入 8,291,259

雑 収 入 215,590
(当期利益)
当 期 利 益 ( 32,303,575)

32,303,575

合 計 882,030,044 合 計 882,030,044

利 益 金 処 分 計 算 書

前 期 繰 越 利 益 積 立 金 291,737,126 円 (a)
当 期 利 益 32,303,575 円 (b)
施 設 整 備 等積 立 金取 崩 15,000,000 円 (c)
研 究 開 発 積 立 金 取 崩 4,000,000 円 (d)

繰越利益積立金 (a)+(b)+(c)+(d) 343,040,701 円

積 立 金 必 要 額 調 整

施 設整 備 等積 立 金取崩 △15,000,000 円 (e)
研 究 開 発 積 立 金 取 崩 △ 4,000,000 円 (f)

(e)+(f) △19,000,000 円



２ 貸 借 対 照 表
令和５年３月３１日

借 方 貸 方

科 目 金 額 科 目 金 額

円 円

（流動資産） ( 318,602,146) （流動負債） ( 33,186,326)

現 金 153,207 未 払 金 18,802,943

預 貯 金 277,263,101 預 り 金 6,855,875

未 収 金 38,227,505 前 受 金 7,527,508

前 払 費 用 533,867

貯 蔵 品 2,424,466

（固定資産） ( 2,505,782,781) （固定負債） ( 165,157,900)

(有形固定資産) ( 4,182,428) 退 職 給 与 引 当 金 165,157,900

建 物 附 属 設 備 2,167,209

器 具 及 び 備 品 2,015,219

（積立金） ( 2,626,040,701)

（無形固定資産） ( 11,567,741) （積立金） ( 2,593,737,126)

ソ フ ト ウ エ ア 11,567,741 前期繰越利益積立金 291,737,126

損失補填準備積立金 1,600,000,000

（投資その他の資産） ( 2,490,032,612) 業務災害補償責任積立金 330,000,000

不 動 産 賃 借 敷 金 74,919,712 施 設 整 備 等 積 立 金 135,000,000

投 資 有 価 証 券 2,119,955,000 研 究 開 発 積 立 金 237,000,000

減 価 償 却 積 立 資 産 130,000,000

退 職 給 与 引 当 預 金 165,157,900 （当期利益） ( 32,303,575)

当 期 利 益 32,303,575

合 計 2,824,384,927 合 計 2,824,384,927



３ 財務諸表に対する注記

（１）重要な会計方針

ア 有価証券の評価方法は、個別法による原価基準によっている。

イ 固定資産の減価償却の方法は、定額法によっている。

ウ 棚卸資産の評価方法は最終仕入れ原価法によっている。

エ 退職給与引当金の計上基準は、期末要支給額の100％を計上している。

オ 消費税の処理方法は、税込方式によっている。

（２）固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

減価償却対象資産の内訳

科 目 取 得 価 額 減価償却累計額 当 期 末 残 高

建物附属設備 45,348,032 43,180,823 2,167,209

器具及び備品 74,377,617 72,362,398 2,015,219

ソフトウエア 284,078,794 272,511,053 11,567,741

合 計 403,804,443 388,054,274 15,750,169

（３）危険物保安技術協会会計規程第34条第3項各号に規定する積立金の理事長が別に定める必要とする積立額は、
次のとおりである。

ア 損失補填準備積立金 1,600,000,000 円

イ 施設整備等積立金 120,000,000 円

ウ 研究開発積立金 233,000,000 円
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